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令和３年度 九州経済産業局における地域中小企業・小規模事業者の人材確保支援等事業

コロナ禍においても少子高齢化による生産年齢人口減少という構造的問題により、中小企業の人材確保・活用は

課題。解決には①②③が重要。

①新型コロナウイルス感染症の影響による経営状況を打開し中小企業が事業を維持・成長させていく、経営課題

に即した人材の確保・活用。

②企業活動におけるオープンイノベーションの進展に併せオープンイノベーション的思考に基づく人材確保・活用。

③多様な人材の確保・活用。

経営課題は百社百様。共通課題：付加価値創造・増大、生産性向上。

中核人材（付加価値創造、生産
性向上人材）確保・活用

支援事業

オープンイノベーション（即時の技術導入）的思考に基づく人材の確保・活用＝

即戦力人材の確保・活用。
即戦力人材（多様な人材）

確保・活用支援事業

多様な人材の活躍
第５次男女共同参画基本計画（＊１）、就職氷河期世代支援プログラム

（＊２）他も背景。

①

②

③
就職氷河期世代活躍支援事業

（＊１）第１部基本的な方針『・・・ジェンダー平等への取組は、世界的な人材獲得や投資を巡る競争の成否を通じて日本経済の成長力にも関わる。・・・』
（＊２）令和元年６月 経済財政運営と改革の基本方針2019 閣議決定。令和２年～４年の政府挙げての支援プログラム。

外国人材確保支援等事業
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■企画競争方式で受託事業者を公募(R3.2.18～同年3.9./12時）。第三者委員会を経て委託先決定。



 ウィズコロナ・ポストコロナを見据えた企業の経営改革の実現のため、新卒・中途採用による外部人材の獲得
や人材育成への投資を促進する制度とした上で、延長する。

現行制度
（中堅・大企業向け賃上げ税制）

改正案
（人材確保等促進税制）

【通常要件①】
継続雇用者給与等支給額
が前年度より３％以上増加

かつ

【通常要件②】
国内設備投資額

が減価償却費の95％以上

【上乗せ要件】
教育訓練費

が過去２年度平均より20％以上増加

【措置内容】
 雇用者給与等支給額の増加額の15％

を税額控除

【措置内容】
 控除率を５％上乗せ

【通常要件】
新規雇用者（新卒・中途）給与等支給額

が前年度より２％以上増加

【上乗せ要件】
教育訓練費

が前年度より20％以上増加

【措置内容】
 新規雇用者給与等支給額（※）の15％

を税額控除

【措置内容】
 控除率を５％上乗せ

（控除上限は、法人税額の20％） （控除上限は、法人税額の20％）

＜赤字が主な改正箇所＞

※ 雇用者給与等支給額の増加額が上限

【適用期限：令和４年度末まで】改正概要

※ 税額控除の対象となる給与等支給額は、雇用保険の一般被保険者に限られない ※ 税額控除の対象となる給与等支給額は、雇用保険の一般被保険者に限られない
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人材確保等促進税制への見直し・延長



製造業, 63.0%卸売業、小売業, 
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建設業, 8.0%

運輸業、郵便業, 3.3%

情報通信業, 2.7%

サービス業（他に分類されな
いもの）, 2.6%

宿泊業、飲食サービス業, 
1.7%

農業、林業, 
1.6%

その他, 5.1%

 地域内外の取引実績や雇用・売上高を勘案し、地域経済への影響力が大きく、成長が見込まれる
企業を「地域未来牽引企業」として選定し、地域の特性や強みを活用して地域経済を牽引していく
事業に取り組む地域の企業を後押ししている。

 これまでに全国で4,741社、うち九州からは610社が選定。

【出所】経済産業省｢地域未来牽引企業 選定一覧｣や各社HP等を基に九州経済産業局作成

九州：610社の業種内訳
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建設業, 
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運輸業、
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農業、林業, 3.3%

サービス業（他に分
類されないもの）, 

2.8%

学術研究，専門・技術サー
ビス業, 2.5%

その他, 5.7%

全国：4,741社の業種内訳

選定数 全国 九州（全国比）

2017年度 2,143社 319社（14.9％）

2018年度 1,540社 186社（12.1％）

2020年度 1,058社 105社（10.0％）

計 4,741社 610社（12.9％）

地域未来牽引企業
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2020年(R2年）10月選定時点
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